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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ
いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して
おりません。 

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第43期 
第３四半期 
累計期間 

第44期 
第３四半期 
累計期間 

第43期 
第３四半期 
会計期間 

第44期 
第３四半期 
会計期間 

第43期 

会計期間 

自平成21年 
２月１日 
至平成21年 
10月31日 

自平成22年 
２月１日 
至平成22年 
10月31日 

自平成21年 
８月１日 
至平成21年 
10月31日 

自平成22年 
８月１日 
至平成22年 
10月31日 

自平成21年 
２月１日 
至平成22年 
１月31日 

売上高 （千円）  148,996,271  154,630,933  47,892,930  50,762,297  200,780,927

経常利益 （千円）  12,429,312  17,725,288  5,853,638  5,882,654  18,054,693

四半期（当期）純利益 （千円）  7,353,782  9,783,868  3,394,093  3,253,372  10,202,130

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円）  －  －  －  －  －

資本金 （千円） － －  90,000  3,298,500  3,298,500

発行済株式総数 （株） － －  25,562,280  28,562,280  28,562,280

純資産額 （千円） － －  27,188,861  43,810,627  36,453,906

総資産額 （千円） － －  88,498,424  101,824,947  97,009,307

１株当たり純資産額 （円） － －  1,063.63  1,533.87  1,276.30

１株当たり四半期（当
期）純利益金額 

（円）  287.68  342.55  132.78  113.90  394.29

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額 

（円）  －  －  －  －  －

１株当たり配当額 （円）  －  25  －  －  60

自己資本比率 （％） － －  30.72  43.03  37.58

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  25,307,359  △12,666,319 － －  32,986,947

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △2,078,947  △729,558 － －  △3,041,197

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △9,363,400  △1,506,829 － －  △7,967,516

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 

（千円） － －  22,676,244  15,886,757  30,789,465

従業員数 （人） － －  811  953  836
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 当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社
からの派遣社員、実習生、研修生等を含む。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載して
おります。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成22年10月31日現在

従業員数（人） （ ） 953 40
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(1）生産実績 
 当第３四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注状況 
 当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当第３四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

 当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

品目別 
当第３四半期会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

前年同四半期比 
（％） 

戸建分譲（千円） 棟 1,895  48,781,467  9.9

マンション分譲（千円） 戸 50  1,658,082  △63.1

請負工事（千円） 件 880  764,753  111.2

合計（千円） －  51,204,303  4.0

品目別 
当第３四半期会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

前年同四半期比 
（％）  

戸建分譲（千円） 棟 1,839  47,441,828  11.0

マンション分譲（千円） 戸 21  861,841  △68.6

土地分譲（千円） 区画 54  1,513,003  △13.1

請負工事（千円） 件 871  681,823  86.1

その他（千円） －  263,800  △7.7

合計（千円） －  50,762,297  6.0

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  
(1）業績の状況 
 当第３四半期会計期間（平成22年８月１日～平成22年10月31日）におけるわが国経済は、景気を刺激してきた各
種政策効果が薄れつつあるほか、内需の回復力が脆弱であり、また円高の影響や失業率が高水準にあることによ
り、景気の減速感が見受けられます。 
 当不動産業界におきましては、優遇税制や低金利を背景に新設住宅着工戸数は回復基調が続いており、先行きに
関しては住宅エコポイントの延長等もあり、しばらくは底堅く推移することが期待されますが、同業他社との競争
は依然として厳しい状況にあります。 
 このような環境の中、当社におきましては、徹底した原価管理と品質向上に努め、より多くのお客様に高品質の
住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。この結果、当第３四半期会計期間の売上高は50,762,297千
円（前年同四半期比6.0％増）、営業利益は5,979,625千円（同0.5％増）、経常利益は5,882,654千円（同0.5％
増）、四半期純利益は3,253,372千円（同4.1％減）となりました。 
 なお、品目別の状況については、戸建分譲売上高47,441,828千円（1,839棟）（前年同四半期比11.0％増）、マ
ンション分譲売上高861,841千円（21戸）（同68.6％減）、土地分譲売上高1,513,003千円（54区画）（同13.1％
減）、請負工事売上高681,823千円（871件、うち規格型注文住宅39件）（同86.1％増）、その他不動産収入
263,800千円（同7.7％減）となっております。 

  
(2）財政状態の状況 
 当第３四半期会計期間末における総資産につきましては、前事業年度末に比べ4,815,639千円増加し、 
101,824,947千円となりました。 
 これは、前事業年度・当事業年度中間における法人税等の納付・配当金の支払、また事業用地の取得に際し手 
許資金での充当を増加させたこと等により、現金及び預金は14,852,691千円減少し、また販売が好調に推移して 
いることから、販売用不動産が2,395,321千円減少しております。一方で下半期以降に向け積極的に用地の取得 
を行ったことなどにより、仕掛販売用不動産は20,726,122千円、未成工事支出金は776,610千円増加、住宅瑕疵 
担保履行法に対応するための供託金として国債を購入した投資有価証券303,889千円が増加したことが主因であり
ます。 
 負債合計におきましては、前事業年度末に比べ2,541,081千円減少し、58,014,320千円となりました。これ 
は、前事業年度よりも中間仮納付が多かったため未払法人税等4,006,285千円の減少、またマンションの竣工物 
件等が一時的に減少したために支払手形1,720,525千円が減少しております。一方で、来期に向け棟数を増加さ 
せたことにより工事未払金の増加898,222千円、マンション用地購入資金の一部を借入したことによる借入金の増
加1,314,400千円、販売が好調であることから前受金636,929千円が増加したこと等があげられます。 
 純資産につきましては、四半期利益の計上等により、前事業年度末に比べ7,356,720千円増加し43,810,627千 
円となりました。 

  
(3）キャッシュ・フローの状況 
 当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、15,886,757千円と
なり、第２四半期会計期間末に比べ、7,192,979千円減少しております。 
 当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 税引前四半期純利益5,882,536千円の計上、仕入債務の増加に伴い609,041千円の資金を獲得しましたが、下半期
及び来期に向け積極的に用地を取得していることにより、たな卸資産の購入に9,514,729千円使用、また法人税等
の支払4,528,800千円等により、営業活動で使用した資金は7,416,154千円（前年同四半期は4,622,229千円の資金
の獲得）となりました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 国債等の投資有価証券の取得による支出143,706千円、車両等の有形固定資産の取得による支出111,282千円、定
期預金及び定期積金の預入による純支出50,016千円等により、投資活動で使用した資金は344,121千円（前年同四
半期比2.6％減）となりました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 配当金の支払707,249千円をしたものの、借入金等の純増1,274,700千円の資金等により、財務活動で獲得した資
金は567,296千円（前年同四半期比18.5％減）となりました。  

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 
   
(5）研究開発活動 
 該当事項はありません。  
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(1）主要な設備の状況 
 当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい
て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり
ません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 
  

 該当事項はありません。  
  

 該当事項はありません。 

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま
せん。 

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  102,249,100

計  102,249,100

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成22年10月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年12月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  28,562,280  28,562,280

大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード） 

完全議決権株式であ 
り、権利内容に何ら 
限定のない当社の標 
準となる株式であり 
ます。 
なお、１単元の株式
数は100株でありま
す。 

計  28,562,280  28,562,280 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年８月１日～ 
平成22年10月31日 

 －  28,562,280  －  3,298,500  －  3,208,500

（６）【大株主の状況】 
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することができないことから、直前の基準日（平成22年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。 

  
①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式25株が含まれております。 
  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるもの
であり、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。 

   

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】 

平成22年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  28,561,400  285,614 － 

単元未満株式 普通株式      880 － － 

発行済株式総数  28,562,280 － － 

総株主の議決権 －  285,614 － 

  平成22年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】 

月別 平成22年 
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円）  3,880  3,690  3,690  3,745  3,115  2,670  2,570  2,365  2,542

最低（円）  3,065  2,970  2,781  2,910  2,317  2,186  2,289  2,040  2,165

３【役員の状況】 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63
号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前第３四半期会計期間（平成21年８月１日から平成21年10月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21
年２月１日から平成21年10月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成
22年８月１日から平成22年10月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年10月31日ま
で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年８月１日から平成
21年10月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年２月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半期財務諸
表並びに当第３四半期会計期間（平成22年８月１日から平成22年10月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22
年２月１日から平成22年10月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ
ューを受けております。 
 なお、前第３四半期会計期間及び前第３四半期累計期間に係る四半期レビュー報告書は、平成21年12月７日提出の
有価証券届出書の訂正届出書に添付されたものによっております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 
 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年10月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年１月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 19,736,866 34,589,558 
販売用不動産 14,531,343 16,926,665 
仕掛販売用不動産 52,623,553 31,897,431 
未成工事支出金 4,921,965 4,145,354 
その他 4,043,744 3,905,585 
流動資産合計 95,857,473 91,464,594 

固定資産   
有形固定資産 ※1  4,244,247 ※1  4,125,529 

無形固定資産 488,028 573,306 
投資その他の資産 ※2  1,235,199 ※2  845,877 

固定資産合計 5,967,474 5,544,713 

資産合計 101,824,947 97,009,307 
負債の部   
流動負債   
支払手形 3,149,901 4,870,426 
支払信託 7,192,912 7,117,336 
工事未払金 9,678,581 8,780,358 
短期借入金 26,554,500 25,877,100 
1年内償還予定の社債 400,000 400,000 
1年内返済予定の長期借入金 － 945,000 
未払法人税等 3,638,421 7,644,707 
賞与引当金 537,946 178,084 
その他 3,728,388 2,874,558 
流動負債合計 54,880,652 58,687,572 

固定負債   
社債 200,000 600,000 
長期借入金 1,582,000 － 
退職給付引当金 1,184,016 1,152,144 
保証工事引当金 153,301 99,418 
その他 14,350 16,265 
固定負債合計 3,133,668 1,867,829 

負債合計 58,014,320 60,555,401 
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年10月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年１月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 3,298,500 3,298,500 
資本剰余金 3,208,500 3,208,500 
利益剰余金 37,300,173 29,944,098 
自己株式 △242 － 

株主資本合計 43,806,930 36,451,098 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 3,696 2,807 
評価・換算差額等合計 3,696 2,807 

純資産合計 43,810,627 36,453,906 

負債純資産合計 101,824,947 97,009,307 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年10月31日) 

売上高 148,996,271 154,630,933 
売上原価 127,338,892 126,643,464 
売上総利益 21,657,379 27,987,469 
販売費及び一般管理費 ※  8,863,887 ※  9,982,049 

営業利益 12,793,491 18,005,419 
営業外収益   
受取利息 18,890 12,564 
受取配当金 1,493 1,335 
受取違約金 60,524 28,680 
採納助成金 8,407 2,589 
その他 16,043 17,338 
営業外収益合計 105,359 62,508 

営業外費用   
支払利息 428,332 307,478 
その他 41,205 35,161 
営業外費用合計 469,538 342,639 

経常利益 12,429,312 17,725,288 
特別利益   
労災保険還付金 256,793 － 
その他 77 － 

特別利益合計 256,871 － 

特別損失   
固定資産除却損 2,924 1,152 
その他 5,486 － 

特別損失合計 8,411 1,152 

税引前四半期純利益 12,677,772 17,724,135 
法人税等 5,323,990 7,940,267 
四半期純利益 7,353,782 9,783,868 
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【第３四半期会計期間】 
（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成22年10月31日) 

売上高 47,892,930 50,762,297 
売上原価 38,935,693 41,441,493 
売上総利益 8,957,236 9,320,804 
販売費及び一般管理費 ※  3,008,027 ※  3,341,178 

営業利益 5,949,208 5,979,625 
営業外収益   
受取利息 3,791 5,334 
受取配当金 500 500 
受取違約金 36,902 3,002 
採納助成金 344 465 
その他 8,464 7,215 
営業外収益合計 50,003 16,518 

営業外費用   
支払利息 132,017 105,223 
その他 13,555 8,266 
営業外費用合計 145,572 113,490 

経常利益 5,853,638 5,882,654 
特別損失   
固定資産除却損 2,924 117 
特別損失合計 2,924 117 

税引前四半期純利益 5,850,713 5,882,536 
法人税等 2,456,620 2,629,164 
四半期純利益 3,394,093 3,253,372 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前四半期純利益 12,677,772 17,724,135 
減価償却費 102,170 236,846 
引当金の増減額（△は減少） 122,784 445,615 
受取利息及び受取配当金 △20,383 △13,899 
支払利息 428,332 307,478 
固定資産除却損 2,924 1,152 
たな卸資産の増減額（△は増加） 12,212,741 △19,106,821 
前渡金の増減額（△は増加） △879,544 575,846 
未払消費税等の増減額（△は減少） 58,590 △147,914 
その他の流動資産の増減額（△は増加） △167,867 △708,314 
仕入債務の増減額（△は減少） 3,123,801 △746,726 
その他の流動負債の増減額（△は減少） △157,077 480,234 
前受金の増減額（△は減少） 457,011 636,929 
その他 4,070 17,524 

小計 27,965,326 △297,911 

利息及び配当金の受取額 18,790 11,510 
利息の支払額 △423,102 △315,044 
法人税等の支払額 △2,253,655 △12,064,874 

営業活動によるキャッシュ・フロー 25,307,359 △12,666,319 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金及び定期積金の預入による支出 △3,080,092 △3,480,108 
定期預金及び定期積金の払戻による収入 1,150,060 3,430,092 
投資有価証券の取得による支出 － △301,831 
有形固定資産の取得による支出 △120,422 △269,437 
無形固定資産の取得による支出 △68,952 △2,000 
その他 40,459 △106,272 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,078,947 △729,558 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △8,105,400 677,400 
長期借入れによる収入 － 1,582,000 
長期借入金の返済による支出 △858,000 △945,000 
社債の償還による支出 △400,000 △400,000 
自己株式の取得による支出 － △242 
配当金の支払額 － △2,420,986 

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,363,400 △1,506,829 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,865,011 △14,902,707 

現金及び現金同等物の期首残高 8,811,232 30,789,465 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  22,676,244 ※  15,886,757 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更 「完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更」 
請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し
ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 
平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より
適用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約から、工期のごく短いも
の等については工事完成基準を適用し、その他の工事で当第３四半期会計
期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しておりま
す。 
 なお、当第３四半期会計期間末においては工事進行基準を適用している
工事がないため、これによる売上高、営業利益、経常利益及び税引前四半
期純利益への影響はありません。 

【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度末以降に
経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められ
るため、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン
ニングを使用する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当
期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前
四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま
す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第３四半期会計期間末 
（平成22年10月31日） 

前事業年度末 
（平成22年１月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

1,161,271 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

1,017,263

※２ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 ※２ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 
投資その他の資産 千円28,339 投資その他の資産 千円28,339

（四半期損益計算書関係） 

前第３四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

販売手数料 千円3,926,816
従業員給与及び手当 千円1,584,049
賞与引当金繰入額 千円234,677

販売手数料 千円4,172,032
従業員給与及び手当 千円1,892,089
賞与引当金繰入額 千円348,079

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

販売手数料 千円 1,292,974
従業員給与及び手当 千円 536,373
賞与引当金繰入額 千円 133,800

販売手数料 千円 1,378,413
従業員給与及び手当 千円 658,117
賞与引当金繰入額 千円 180,537

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第３四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年10月31日現在） （平成22年10月31日現在） 
  （千円）
現金及び預金勘定 25,586,336
預入期間が３ヶ月を超える定期預金
及び定期積金 

△2,910,092

現金及び現金同等物 22,676,244

  （千円）
現金及び預金勘定 19,736,866
預入期間が３ヶ月を超える定期預金
及び定期積金 

△3,850,108

現金及び現金同等物 15,886,757
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当第３四半期会計期間末（平成22年10月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22
年10月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数 
普通株式         28,562,280株 

  
２．自己株式の種類及び株式数 
普通株式             98株  
  

３．新株予約権等に関する事項 
 該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
（1）配当金支払額   

  
（2）基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後

となるもの  
 該当事項はありません。   

  
５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項 
 株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第３四半期会計期間末（平成22年10月31日） 
 有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第３四半期会計期間末（平成22年10月31日） 
 該当事項はありません。 

  

前第３四半期累計期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年10月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成
22年２月１日 至 平成22年10月31日） 
 該当事項はありません。 

  
前第３四半期会計期間（自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日）及び当第３四半期会計期間（自 平成
22年８月１日 至 平成22年10月31日） 
 該当事項はありません。 

   

当第３四半期会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 
 該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 
 該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

（株主資本等関係） 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年３月24日 
取締役会  

普通株式   1,713   60 平成22年１月31日 平成22年４月26日 利益剰余金 

平成22年９月７日 
取締役会  

普通株式   714   25 平成22年７月31日 平成22年10月８日 利益剰余金 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 

（１株当たり情報） 
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２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第３四半期会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 
 該当事項はありません。 

   

当第３四半期会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 
 リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、引き続き通常
の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、リース取引残高に前事業年度末に比べて著し 
い変動が認められないため、記載しておりません。  

当第３四半期会計期間末 
（平成22年10月31日） 

前事業年度末 
（平成22年１月31日） 

１株当たり純資産額 円1,533.87 １株当たり純資産額 円1,276.30

前第３四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円287.68 １株当たり四半期純利益金額 円342.55

  
前第３四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

四半期純利益（千円）  7,353,782  9,783,868

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  7,353,782  9,783,868

普通株式の期中平均株式数（千株）  25,562  28,562

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円132.78 １株当たり四半期純利益金額 円113.90

  
前第３四半期会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

四半期純利益（千円）  3,394,093  3,253,372

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  3,394,093  3,253,372

普通株式の期中平均株式数（千株）  25,562  28,562

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 
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平成22年９月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。  
(イ）中間配当による配当金の総額……………………714百万円 
(ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭 
(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年10月８日 

  （注）  平成22年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
   

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

      平成21年12月２日

        

一建設株式会社       

取締役会 御中       

        

  新日本有限責任監査法人 

        

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 宮入 正幸  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 柴田 憲一  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 石黒 一裕  ㊞ 

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている一建設株式

会社の平成21年２月１日から平成22年１月31日までの第43期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年８月１日か

ら平成21年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年２月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、一建設株式会社の平成21年10月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フロ

ーの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

      平成22年12月13日

        

一建設株式会社       

取締役会 御中       

        

  新日本有限責任監査法人 

        

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 宮入 正幸  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 柴田 憲一  ㊞ 

       

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている一建設株式

会社の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの第44期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年８月１日か

ら平成22年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年10月31日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認 

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、一建設株式会社の平成22年10月31日現在の財政状態、同日をもっ 

て終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フロ 

ーの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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